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フリースクールの拡充
令和6年6月定例会｜該当テーマの発言のみを収録。質問・答弁・再質問の順序と文言を維持しています。

この資料は正式会議録から「フリースクールの拡充」に関係する発言をテーマ別に抜粋したものです。省略部分は他テーマの発言で
す。

○１０番（崎尾亮介君） ［登壇］

次に、大きく２項目めのフリースクールの拡充について質問します。

玖珠町に学びの多様化学校が新設され、出席率など一定の効果を確認していると新聞報道がありました。玖珠町は、学校という公の施設を

休校の校舎を改築し、新設したことに対して、日田市は既存の民間のフリースクールを活用することで学びの多様化に対応していっている

と認識しています。玖珠町と日田市はその手法に違いはあるものの、学びの多様化への対応といった観点では同じです。

しかしながら、学びの多様化という概念の輪郭が不明瞭であることから、今後の日田市の方針の確認をさせていただきます。

現在、日田市は公の施設であるやまびこ学級がありますが、多様化という言葉を使うには選択肢が少ないと考えます。公を含む選択肢を含

む必要性があると考えますが、日田市においても学びの多様化学校をつくることを検討しているのか、お伺いします。

また、フリースクールの利用料補助金の対象施設が現在１か所で、先述のようにやまびこ学級などがありますが選択肢が少ないと考えます。

今後、公設ではなく民間が運営するフリースクールの設立を促す取組を強化していく考えはあるのか、お伺いします。

以上、登壇での質問を終わり、質問席から再質問させていただきます。

○教育長（江嶋久典君） ［登壇］

私からは、フリースクールの拡充についてお答えいたします。

初めに、文部科学省が実施しました令和４年度問題行動・不登校等生徒指導上の諸問題に関する調査によりますと、全国の不登校児童生徒

数は過去最多となり、９０日以上の不登校であるにも関わらず、学校内外の専門機関等で相談、指導を受けられていない高中学生の数も増

加しております。

こうした近年の状況を受けて、令和５年３月３１日に文部科学省からは誰一人取り残されない学びの保障に向けた不登校対策、いわゆるＣ

ＯＣＯＬＯプランが示されました。

その趣旨は、不登校により学びにアクセスできない子供たちをゼロにすることであり、誰一人取り残されない学びの保障を社会全体で実現

することが求められております。

その中の一つの取組として打ち出されたのが、不登校特例校の設置促進です。不登校特例校は、現在名称が変わり「学びの多様化学校」と

して全国的に注目を集めているところです。

そこで、議員御質問の学びの多様化に対する市の考えについてでございますけれども、学びの多様化学校は、公立の学校にも広がっており、

実際に玖珠町では今年度４月に不登校児童生徒を対象とした学びの多様化学校が開校された結果、開校から１か月を迎えた時点で登校率は

８割を超え、順調な滑り出しとなっているとの報道もございました。

市教委としましても個別最適な学びの進め方、特別の教育課程による学びの成果など、学校教育法施行規則に定められた学校としての取組

は、これからの本市の学校の在り方を考えていく上でも大いに参考にしたいと思っております。

一方で、ＣＯＣＯＬＯプランは、学びの多様化学校のほかにも不登校対策に向けた様々な取組の一層の充実を求めるものになっています。

市教委としましては、現時点で学びの多様化学校新設の考えはありませんけれども、現在、ＣＯＣＯＬＯプランが求めている教育支援セン

ターの機能強化、多様な学びの場、居場所の確保、チーム学校による早期支援、保護者支援に重点を置いて取り組んでいるところでござい

ます。

１つ目の教育支援センターの機能強化につきましては、今年度から１人１台タブレット端末を利用して、不登校児童生徒のためのオンライ
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ンによる広域支援に重点を置いて取組を始めたところです。不登校により外部とのつながりをつくりにくい児童生徒のために、オンライン

グループを構築し、市教育センターが行っている活動の様子を紹介するとともに、オンラインでの悩み相談、学習相談に対応する体制を整

えました。

現在までに、小中学生２７名が登録しており、教職員や心の相談員が家庭訪問を行い、個別に声をかけながら、まずは双方向のつながりを

つくろうとしているところです。

２つ目の多様な学びの場、居場所の確保につきましては、学校に登校はするものの教室に入れない児童生徒に対しては、別室での対応を行っ

ているところです。また、フリースクール等との連携強化を進めており、今年度からは保護者への利用料補助も開始したところであります。

３つ目に、チーム学校による早期支援、保護者支援としましては、今年度から福祉保健部に設置されている子ども家庭相談室にも教育相談

員を１名配置し、福祉との連携を強化して児童生徒や保護者への相談対応を行う体制を整えました。新たに配置した教育相談員は、学校や

家庭の要請に応じてスクールソーシャルワーカーと一緒に市役所へ相談に来ることができない方の相談にも出向いて対応しているところで

ございます。

しかしながら、これらの対応を行っていることが児童生徒や保護者の方々に届いていないということも考えられます。

このため、日田市の不登校児童生徒支援については、県の事業内容や民間施設、関係団体との連携も含めて、今年度、日田市のホームペー

ジに公開するとともに、小中学校に就学する児童生徒の全家庭へチラシ配布を行いました。

さらに、７月の広報誌では、市民の皆様にも分かりやすくお知らせする記事を掲載することといたしております。

次に、フリースクール利用料補助金の今後の方向性についてでございます。

フリースクールとは、一般に不登校児童生徒に対し、学習活動や相談活動体験活動などの活動を行っている民間の施設であり、民間の自主

性、主体性の下に設置、運営されているものでございます。

本市では、先ほども述べましたようにフリースクールについても学校外の貴重な学びの場であると認識しており、本年４月より、子供たち

の学びの選択肢を増やすこと、居場所を拡大することを目的としてフリースクールに通う児童生徒の保護者に対する利用料補助を開始いた

しました。保護者への利用料補助の要件を満たすフリースクールの基準としましては、週１回以上の通所利用を原則とし、学校の課業時間

内に児童生徒の受入れができる。受け入れた不登校児童生徒の在籍学校の校長が、指導要録上、出席扱いとしている実績があるなど、市教

委が設定する要件を全て満たすものといたしております。

現在のところ、保護者への利用料補助要件を満たすフリースクールは、市内の１施設でありますが、新たなフリースクールの開設などにつ

いては、市教委としても積極的に支援してまいりたいと考えております。

私からは、以上でございます。

次に、フリースクールの拡充について再質問させていただきます。

現在、運営する団体側には支援がありませんが、子供たちの居場所になったのであれば、存続させる必要があると考えます。今後、人員や

予算で支援することは考えていますか。

○教育次長（瀬口英隆君）

事業者に対して、今後、人員や予算で支援することは考えられないかという御質問でございますので、

事業者に対する補助事業の実施ということで、私のほうから御答弁をさせていただきます。 ［答弁］

フリースクール利用料の補助金につきましては、不登校児童生徒が学校以外の場で教育を受ける機会を確保することによりまして、社会的

自立を図ることを目的としております。フリースクールの利用料の補助を始めるに当たりましては、事業者に対して補助を行うか、保護者

に対して行うかということを検討をいたしました。結果といたしまして、不登校児童生徒の保護者の経済的な負担を軽減するということで、

保護者に対して補助を行うことに決定したものでございます。

したがいまして、現時点では事業者に対する支援については行う予定はありませんが、今年度から開始した事業ということもありますので、

他市の取組状況なども調査研究をしながら、よりよい支援となるように努めてまいりたいと考えております。

あわせまして、フリースクールへの支援など学びの多様化への対応につきましては、本市だけの課題ではないと考えておりますから、県に
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対しても支援を検討するよう要望していきたいと考えております。

以上でございます。

○１０番（崎尾亮介君）

今後、民間の組織、団体からの事業申請がなく、フリースクールに該当するような選択肢が増えない場

合、条件の緩和などを考えているかお知らせください。 ［再質問］

○教育次長（瀬口英隆君）

フリースクール利用料の補助金の対象となる認定施設の基準の条件緩和ができないかという御質問で

ございますが、利用料の補助対象となる施設の基準は、不登校児童生徒に対して学習、相談、体験活動などを行う民間施設であ

ること、学校が行われている時間の居場所となること、通所すれば指導用録上、出席と認められる施設であること、学校と施設

の間に十分な連携、協力体制が保たれていることなどの全ての要件を満たす施設を利用料補助金の対象となるフリースクールと

考えておりますことから、現時点では見直す予定はございませんが、不登校児童生徒と保護者にとってよりよい支援となるよう

に努めていきたいと考えております。 ［答弁］

○１０番（崎尾亮介君） ［再質問］

市の考えは承知いたしました。

私の考えを提案という形で示したいと思います。提案内容は、フリースクール利用料の補助金の拡充です。提案の概要は、フリースクール

利用料の補助金の補助対象に、いわゆる習い事を追加することです。

目的は、孤立の予防です。

提案理由を説明します。不登校における最大の問題は、孤立です。孤立を予防するには、習い事などの所属するコミュニティを増やすこと

が予防につながると考えます。

日田市の背景といたしましては、日田市の平均年収は全国の平均年収より１００万円近く少なく、合計特殊出生率は全国平均を上回ってい

ます。１人にかけられる教育費は当然少なく、兄弟の多い保護者は兄弟全員に一芸を授けたいと願いながらも、なかなか難しいと声を聞き

ます。新たな費用が増えると家計に厳しいですが、給食費は既に全ての児童生徒が支払われていたので、今までの給食費を教育費に転嫁し

やすい状況をつくることを提案します。

全ての児童生徒が学校以外のコミュニティを持ち、学校という空間だけが全てではないとなれば、学びの多様化による孤立は減ると考えま

す。

副次的な効果で、若年からの習い事の推奨による一芸の定着を図り、専門性の高さを獲得し、人生を豊かにする礎になると考えます。

また、貧困の連鎖を絶つきっかけにもなると考えております。

フリースクール利用料補助金の拡充の詳細、拡充の範囲、補助金の対象を文化活動またはスポーツ活動の訓練、練習、稽古、その他指導を

行うプログラムで、小中学校の指導要領で取り扱われている種目分野に関するもの及びそれに準ずる日田市が認める組織、団体、もしくは

集団または個別に補習、進学指導者の指導等の学習支援を行うプログラムを有する組織、団体、またはフリースクールの定義の調整による

対象となる組織、団体の拡大、対象は生活困窮家庭から段階的に行い、最終的に全ての児童生徒と考えています。

提案は以上です。よろしければ、提案について御意見いただけないでしょうか。

○教育次長（瀬口英隆君）

貴重な御意見をありがとうございます。教育委員会としましても、よりよい支援となるように、いろ

んな形で検討していきたいというふうに考えております。 ［答弁］
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○１０番（崎尾亮介君） ［再質問］

質問は以上になります。


